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 地方自治法第 199 条第 4 項の規定に基づく定期監査を実施したので、同条

第 9 項の規定により、その結果に関する報告書を次のとおり公表する。 

 

 

山陽小野田市監査委員 白 川 英 夫 

 

山陽小野田市監査委員 石 田 清 廉 

 

１ 報告内容 

  別紙のとおり 

２ 報告書提出先 

  山陽小野田市長及び山陽小野田市議会 

３ 報告書提出年月日 

  平成２８年１２月２６日 

  



定期監査の結果に関する報告書 

 

 地方自治法第 199 条第 4 項の規定に基づく定期監査を実施したので、同条

第 9 項の規定により、監査の結果に関する報告を下記のとおり決定した。 

 

記 

 

１ 監査の種別 

  定期監査 

２ 監査の対象 

  水道局 

  総務課、業務課、工務課、浄水課及び業務特別対策室 

３ 監査の期間 

  平成 28 年 12 月 7 日から平成 28 年 12 月 22 日まで 

４ 監査の方法 

  今回の監査は、平成 27 年度及び平成 28 年度に執行された事務事業を対

象に実施した。監査に当たっては、あらかじめ監査資料の提出を求め、関係

書類を抽出し、調査するとともに、必要に応じて関係職員から事情を聴取し

実施した。 

５ 監査の結果 

  監査した結果、次に掲げるものを除き、事務処理は適正になされているも

のと認められた。また、事務処理上の注意事項は、その都度関係職員に指摘

している。 

  なお、監査結果に基づき又は監査結果を参考として措置を講じたときは、

地方自治法第 199 条第 12 項の規定により、その旨を監査委員に通知された

い。 

 （１）収入関係について 

ア 水道料金の減免措置における決裁区分を課長決裁の「丁」としてい

る。 

山陽小野田市水道使用水量の認定及び水道料金の減免に関する規程

で定められた基準で減免措置を行う行為は、「成規定例の事項に関する

こと。」に該当し、山陽小野田市水道局事務決裁規程からすると副局長

の専決で「乙」の決裁区分である。適切な処理をされたい。 



 （２）給与関係について 

   ア 住居手当の算定額に一部誤りがある。 

     住居手当の算定時において、家賃には共益費は含まれないとされて

いる。関係法令等に基づき住居手当の返還請求等、適切な処理をされ

たい。 

 

イ 住居手当の算定における規程の解釈、運用に疑義がある。 

     住居手当の算定時において、家賃には駐車料は含まれないと解する

のが一般的であるが、当局では駐車料を家賃に含めて算定された住居

手当が支給されている。 

     規程の解釈を明確にするとともに、適切な処理をされたい。 

 

   ウ 特殊勤務手当の新設等に疑義がある。 

平成２６年４月１日から給与に関する規程を改正し、「緊急呼出手当」

の特殊勤務手当が新設されている。 

山陽小野田市水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第

１０条により、「特殊勤務手当は、著しく危険、不快、不健康又は困難

な勤務その他著しく特殊な勤務で、給与上特別の考慮を必要とし、か

つ、その特殊性を給料で考慮することが適当でないと認められるもの

に従事する職員に対して支給する。」と規定されているが、新設されて

いる「緊急呼出手当」がいずれの支給要件に該当するのか疑問であり、

説得性に欠けると思慮する。また、他の特殊勤務手当の一部において

も、職員の本来業務であり、何ら特殊性もなく、いずれの支給要件に

該当するのか理解できないものが存在するとともに、同じ地方公共団

体である山陽小野田市の市長部局や市民病院に規定されていないもの

が水道局には存在し、存在するものであっても支給要件や金額が異な

っている。 

地方公営企業として公共性及び経済性を考慮し、合理性のある給与

水準とする必要があることから、今一度、特殊勤務手当のあり方等に

ついて再考されたい。 


